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２つ以上の課程に在学している場合は、いずれか１つの課程を選んで申請をしてください。

偽りその他不正の手段により就学支援金の支給をさせた場合は、高等学校等就学支援金の支給に
関する法律第11条及び第21条の規定に基づき、不正利得の徴収や刑罰に処されることがありま
す。

受給資格の認定を受けた後、収入の修正申告や税額の更正決定により市町村民税の課税所得額
（課税標準額）又は市町村民税の調整控除額の変更があった場合には、税務署から発出される更
正通知書等の変更が分かる通知を受け取った日の翌日から15日以内に収入状況届出書を提出して
ください。また、離婚・死別、養子縁組等による保護者等の変更があった場合にも、速やかに収
入状況届出書を提出する必要があります。収入状況届出書の提出がなく、その後、課税所得等の
変更が発覚した場合、就学支援金の返納等が発生する可能性があります。

個人番号の利用によって市町村民税の課税所得額（課税標準額）又は市町村民税の調整控除額を
確認することができず、かつ、正当な理由がなく都道府県（文部科学省）が定める期限までに収
入状況届出書の提出がなされないときは、就学支援金の支払が一時差し止められる場合がありま
す。

保護者が課税期日に日本国外に在住することにより保護者のうち一部又は全員の所得に関する書
類を提出できないときは、就学支援金の加算支給はされません。

留意事項

都道府県（文部科学省）が最新の市町村民税の課税所得額（課税標準額）及び市町村民税の調整
控除額を個人番号を利用して確認します。

「個人番号」とは行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２
条第５項に規定する個人番号であり、「個人番号カード」とは同条第７項に規定する個人番号
カードです。

４月に入学した新入生は、原則として４月中に申請を行う必要があります。また、転校の場合
も、原則として転校した月のうちに申請を行う必要があります。

個人番号を利用しての申請には、原則として、地方住民税の申告が必要です。未申告の場合は、
市町村役場において申告の上、申請書又は届出書を御提出ください。未申告のまま申請書等が提
出され、手続きの途中で未申告であることが判明した場合、就学支援金の支給が大幅に遅れる可
能性があります。

過去に国公私立を問わず高等学校等（修業年限が３年未満のものを除きます。）を卒業し又は修
了したことがある場合には、就学支援金の受給資格はありません。また、高等学校等に在学した
期間（定時制・通信制等に在学した期間は、その月数を１月の４分の３に相当する月数として計
算。）が通算して36月を超えた場合も受給資格はありません。（ただし、支給停止期間等は含め
ません。）


